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日本企業の統合報告書に関する調査からの考察 2018
―統合報告は誰のためのものか？

KPMGジャパン
統合報告センター・オブ・エクセレンス（CoE）
パートナー　芝坂　佳子

統合報告書を発行する企業は年々増加し、2018年は414社にのぼりました。KPMG

が「日本企業の統合報告書に関する調査」を始めた2014年は138社でしたので、5年
間で3倍に増えたことになります。
私たちは、統合報告書の調査を通じて、統合報告書に対する日本企業の熱意を感じ
ると同時に、分析を通じて、企業が抱える課題にも気づかされます。
本稿では、最新の調査を通じて私たちが感じた課題について考察し、統合報告の取
組みをポジティブなアクションへとつなげるための提言をポイント解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  統合報告書を、企業内部のさまざまな活動の成果物の一つであるととら
えれば、統合報告書の質の改善は、企業の持続可能性の向上につながって 
いく。

－  経営者のリーダーシップの発揮と取締役会の関与が、統合報告書そのも
のの質の改善を左右し、あわせて外部に伝える際の工夫も必要となって 
くる。

－  統合報告書を、企業と読み手の双方にとって、より「使える」ものとする
ためには、企業の持続的な価値向上に向けた見解を、企業内外に一貫性を
持って伝えることのできる経営者の役割が大きい。

芝坂　佳子
しばさか　よしこ
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I . はじめに
KPMGは、統合報告書の発行が、企業と投資家をはじめとするス

テークホルダーとの対話を促進し、企業価値の向上に貢献しうるも

のとなるためにも、日本企業が発行する統合報告書の現状を見つ

め、その成果や課題の一端を明らかにすることが必要と考え、過去

5年にわたり調査を実施しています。

統合報告書を、企業内部のさまざまな活動を、将来にわたる長期

的な視点で示す成果物の一つであるととらえれば、統合報告書の

質を改善する取組みは、企業の活動を長期の持続可能性を意識し

たものへと促すものとなりうると考えます。統合報告書の質を高め

るには、経営者のリーダーシップの下、統合報告に関わる内部のプ

ロセスそのものの改善とともに、外部に的確に伝えるための工夫の

必要があるでしょう。

II. 統合報告書の質向上のためには

1.  経営者が発信するメッセージは 

リスクマネジメントにつながる

2019年3月19日に、金融庁は有価証券報告書における「記述情報

の開示に関する原則」を公表しました。これは、有価証券報告書に

おける経営方針・経営戦略等、経営成績等の分析、またリスク情報

などに関する記述情報の開示の考え方を整理する目的で策定され

たものです。そこでは、有価証券報告書の記述情報の中で、投資家

が経営の目線で企業を理解することが可能となるような情報の提

示が求められています。経営者の役割は、企業の中長期的な価値の

向上であり、経営者が語るその道筋は、すなわち企業の「価値創造

ストーリー」と言えます。

これは、統合報告書の根幹として求められているものと同じで

す。それは、金融庁が記述情報の開示に関する原則とともに公表し

た「記述情報の開示の好事例」にも、統合報告書から採用した事例

が多く含まれていることからもわかります。

しかし、統合報告書を読んで、経営者の考える価値創造ストー

リーや、その実現のための戦略や施策、あるいはその実行体制が必

ずしも理解できるとは限りません。例えば、新聞や雑誌に掲載され

るインタビュー記事などで、経営者の考える企業の価値創造ストー

リーが生き生きと語られている様に感銘を受け統合報告書の内容

を確認してみたところ、メッセージの中に読み手に訴求するものが

感じられず、残念に思うことなどがあります。

また、今は、インターネットなどで、不確かな情報や風評が広が

る懸念が拭えない時代です。レピュテーションリスクの低減のため

には、まずは、企業が自ら伝えたいことを発信しておく必要性が高

く、その先頭に立ちうるのは経営者に他なりません。なぜなら、企

業の将来について、最も長期的で、かつ俯瞰的な視点で見通しを立

てうるのは経営者であるはずで、外部も同様の認識を有しているか

らです。

今回の調査で、経営者が統合報告書の内容の正当性を表明して

いるかどうかを確認しましたが、正当性が表明されている企業は、

わずか5社にとどまりました（図表1参照）。

長期の視点から企業の将来の方向を、経営者の責任のもとで示

すことは、株主や投資家の意思決定に資する情報の信頼性へとつ

ながります。さらに、その情報に共感できる内部、外部の人たちと

の協業の中から、多様な経営資源を活かし、企業価値を高めること

にもつながるのではないでしょうか。

統合報告書では、経営者の考えを表わすことが最初の一歩です。

もし、それができないのならば、それを可能とする組織やプロセス

へと変更する必要があるとさえ言えるでしょう。

2. 「流行り」にまどわされずその背景を理解する

2018年に発行された統合報告書では、SDGs（持続可能な開発目

|図表2　SDGsへの言及

|図表1　経営者による統合報告書の正当性の表明



経
営

経営 Topic⑥

© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 3KPMG Insight  Vol. 36   May 2019

ガバナンス・リスク

標）のロゴが非常に多く目につきました。SDGsに言及している企業

の割合を調査したところ、実に75%にのぼりました（図表2参照）。

SDGsは、世界が共有するゴールです。しかし裏を返せば、これ

らのゴールの背景には、広範かつ複雑な課題がからみあった「シス

テミックリスク」が潜んでいるということであり、ゴールそのものよ

りも、むしろ、そのリスクを認識すべきでしょう。そのリスクを回避

し、あるいは、チャンスに変え、企業が生みだす成果でどうSDGsの

達成に貢献できるか、という視点を忘れてはなりません。

他にも、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言へ

の関心の高まりがあります。

気候変動リスクは、統合報告書に記載されたリスクの中で、オペ

レーションリスク、サイバー・セキュリティリスクに続き、3番目に

多い結果となりました（図表3参照）。

TCFDの提言は、G20傘下の金融安定理事会が設立したTCFDに

より、気候変動リスクが企業の財務に及ぼす影響の重大性に鑑み

投資判断に必要な気候関連財務情報の開示を促したものです。世

界的には、既に多くの企業が提言に沿った情報開示を進めていま

す1。つまり、既に、顕在化のリスクが高く、発生時の影響度も大き

いという共通認識が広まっていると言えます。

しかし、これを新たな開示要請の一つとしてとらえるのでは適切

ではありません。企業の持続可能性に影響を及ぼしうるシステミッ

クな気候変動リスクを戦略やリスクマネジメントに統合し、俯瞰的

に検討する契機ととらえ、価値創造の能力を高める活動とすべきで

しょう。

SDGsやTCFDなどには、それぞれ提唱に至る背景があります。

一方で企業には、そもそもの存在意義や目的があり、大切にしてき

た企業理念があります。日本企業の多くは、社業を通じて社会へ貢

献し、経済的価値と社会的価値をともに希求することを目指してき

ています。ですから、SDGsやTCFDなどを、いま取り入れるべき流

行りのキーワードとしてとらえて対応するのではなく、それらが提

唱された背景が何かを考え、それを企業理念を実現するための活

動に反映させることで、成果へと結びつけていくと良いのではない

でしょうか。そうすることが、統合報告書において、企業独自の文

脈で、わかりやすく論理的に伝えやすくなるのだと考えます。

III. 読み手の理解を促すためには

経営者の考える価値創造ストーリーを統合報告書に描き、企業

独自の文脈で説明したとしても、実際にはいかにその道筋を歩んで

いるのかを伝えなければ、価値創造ストーリーは、「絵に描いた餅」

となってしまいます。企業価値向上の道を着実に歩む実態までを示

してこそ、読み手の理解は促されます。

統合報告書において、定量情報を集約したハイライトセクション

に記載された主要指標（KPI）を、種別ごとに分類した結果を経年で

見ると、非財務KPIの割合が2018年は38%となり、2014年の26%

から年々増えています。ここに、非財務KPIの充実を目指す企業の

努力が読み取れます（図表4参照）。

|図表4　統合報告書で示されたKPIの種別比率

2017年 2018年2016年2015年2014年

|図表3　統合報告書で多く記載されたリスク

1  2018年9月 TCFDステータスレポート　https://www.fsb-tcfd.org/publications/tcfd-2018-status-report/

https://www.fsb-tcfd.org/publications/tcfd-2018-status-report/
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しかし、そこに示されている非財務KPIは、その企業が目指す価

値創造の歩みを表すものとなっているでしょうか。長い時間をかけ

て洗練されてきた財務KPIと異なり、見えざるものを定量的に表そ

うという試みは、まだ道半ばであり、議論すべき点は多くあります。

だからこそ、企業ごとに異なる企業価値向上の道筋や、そこから

生み出される有形無形の価値を表せる可能性が高く、言い換えれ

ば、悩みもあると思います。

例えば、女性管理職比率は、いま流行りのKPIのひとつと言えま

す。しかし、「流行りだから」と労力をかけて集計しても、企業価値

向上の歩みと関連付けた説得力のある説明がなければ、有用性の

ない余計な情報となりかねません。価値につながる成果は、企業の

活動を通じて生み出されるものです。そこには、多くの人々が関わ

り、また多くの業務プロセスがあります。それらの人々、あるいは

業務プロセスが価値へと結びつく過程で測定されているKPIがあれ

ば、それは企業価値向上の道筋と結びつくものであり、価値創造ス

トーリーの確からしさを示すものになるはずです。

IV.  統合報告の取組みを 
よりポジティブなものへ

変化が激しい環境下において、様々な開示要請に応え、数値や

情報を集計するのは難しいという指摘もあります。しかし、だから

こそ、長期的な視点で価値創造の道筋を示し、現時点での判断の背

景を、読み手と共有する意義があります。どれだけ真摯に自らの責

任を果たそうとしているのかを伝えようとする姿勢の中に、企業の

誠実さが表れ、それが外部からの支持も得て、さらなるポジティブ

な行動へと導き、好循環を作り出します。統合報告書を、企業と読

み手の双方にとって、より「使える」、そしてポジティブな行動を促

すものとするためにも、企業の持続的な価値向上に向けた見解を、

企業内外に一貫性を持って伝えることのできる経営者のリーダー

シップは不可欠です。

統合報告書の質を改善させる取組みは、企業の活動をより長期

の持続可能性を意識したものへと促すことができると考えます。

「報告」は能動的なものであり、「させられる」ものではありません。

その意味を統合報告書の取組みを通じて実感できれば、今後、有

価証券報告書などの報告媒体にも適応され、一貫した信頼できる

メッセージの発信にもつながっていくでしょう。

KPMGジャパン
統合報告センター・オブ・エクセレンス（CoE）
 

統合報告に代表されるよりよい企業開示（Better Business 
Reporting）に対する要請の高まりに対応するため、2012年に、
KPMGジャパンの主なメンバーファームを横断して組成され
ました。

KPMGが長年にわたり、企業報告のあり方について続けてき
た研究や、実務経験を活かしながら、企業レポーティングの高
度化への貢献を通じて、資本市場の信頼性と透明性、そして、
企業と資本市場とのより良いコミュニケーション実現に資す
ることを目的としています。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGジャパン
統合報告センター・オブ・エクセレンス（CoE）
TEL：03-3548-5106（代表電話）
Integrated-reporting@jp.kpmg.com

日本企業の統合報告書に関する調査2018

 

2019年3月発行

「日本企業の統合報告書に関す
る調査2018」では、「統合思考」、
「価値創造」、「マテリアリティ」、
「リスクと機会」、「財務戦略」「主
要指標（KPI）」「ガバナンス」の7
つの領域における開示状況を調
査し、その結果から、日本企業
の統合報告書の現状と課題を考

察し、提言をまとめています。

ぜひご一読いただき、統合報告書を巡る最新動向や課題を
知るとともに、今後の実務の改善に向けたヒントを得ていた
だければ幸いです。

ウェブサイトリンクより、閲覧、ダウンロードが可能です。

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/
integrated-reporting.html

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/integrated-reporting.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/integrated-reporting.html


KPMGジャパン

marketing@jp.kpmg.com

kpmg.com/jp

kpmg.com/jp/socialmedia

本書の全部または一部の複写・複製・転訳載および磁気または光記録媒体への入力等を禁じます。

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。私たちは、
的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありま
せん。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する
適切なアドバイスをもとにご判断ください。

© 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law 
and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. All rights reserved. Printed in Japan.

© 2019 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG 
network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. 
All rights reserved. Printed in Japan.

The KPMG name and logo are registered trademarks or trademarks of KPMG International.

FSC マークをこちらに入れてください。

K
PM

G
 In

sig
h

t  V
o

l.36        M
ay 2

019

kpmg.com/ jp

KPMG
Insight
KPMG Newsletter

【特集】
これからの社外取締役の役割
～カタチから実効性のある企業統治へ

Vol.36
May 2019

【Focus】
KAM適用に当たっての留意点
―有意義な KAMによる監査の透明化を進めるためにー

https://twitter.com/KPMG_JP
https://www.linkedin.com/company/kpmg-jp/
https://www.facebook.com/KPMG.JP/
https://www.instagram.com/kpmgjp/
https://twitter.com/KPMG_JP
https://www.linkedin.com/company/kpmg-jp/
https://www.facebook.com/KPMG.JP/
https://www.instagram.com/kpmgjp/
mailto:?subject=
http://kpmg.com/jp
http://kpmg.com/jp/socialmedia

	KPMG_v36_06_経営06_Web用_表1.pdf
	KPMG_v36_06_経営06_Web用_中面.pdf
	KPMG_v36_表4_WEB用.pdf

